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ンフレの発生と大幅な生産の減尐、そして GDP の急落を招いた。 
さらに、アジア通貨危機に端を発したロシア通貨危機に見舞われ、1998 年にデフォルト、そし




1999 年に国家財政（プライマリーバランス）が黒字化し、2000 年以降は財政黒字を達成した。 
2000 年にプーチンが大統領に就任すると、法人税、関税率を引き下げるなど、投資環境の整
備を一気に進めた。ペレストロイカ後、海外企業との間で合弁企業を創設することが認められたの




比 10％前後の高い伸び率を維持している。失業率は、1999 年の 12.4%から 2008 年夏には
5.4%まで低下するなど、2008 年 9 月の世界的な金融危機が発生するまで一貫して下がり続けた。
2006 年には輸入が輸出を上回り、特に機械・設備、輸送機械が前年比 52.2%増えているなど、
投資が活発化してきている。1999 年から 2008 年の 10 年間は、実質 GDP が平均 6.9％の成長
を遂げてきている。この数字は、中国（9.8%）、インド（7.1%）に务るものの、アメリカ（2.6%）、EU













大統領に就任するまで、積極的とはいえなかった。1994 年に 8.4%にのぼったインフレ率は 1999
年には 3.7%まで低下し、GDP 成長率が 2000 年には 10％に上ると、それまで専門商社と総合
商社が数社程度しかロシアに進出していなかった日系企業も、自動車やエレクトロニクス、金融関
係の企業も相次いでロシア市場に参入していった。日ロ間の貿易も活発化してきた。2007 年の
日本からロシアへの輸出は前年比 52%増の 107 億 3,840 万ドル、ロシアからの輸入も 58.5%増
の 105 億 5,380 万ドルと急拡大しており、2007 年のロシア側からみた輸入相手国として日本は、
ドイツ、中国、ウクライナに続いて第 4 位の位置を占めるようになった。2008 年の貿易も輸出入合








表 1  BRICs 諸国、日本、アメリカの主要データの比較 
ロシア 中国 インド ブラジル 日本 アメリカ
人口  100万人 141,8 1,336,3 1,186,2 194,2 127,9 308,8
（世界順位）  注1. （9位） （1位） （2位） （5位） （10位） （3位）
名目GDP  10億US$ 1,677 4,327 1,207 1,573 4,911 14,441
（世界順位）  注2. （8位） （3位） （12位） （10位） （2位） （1位）
1人あたり名目GDP US$ 11,807 3,259 1,017 8,295 38,457 47,439
（世界順位）  注2. （53位） （105位） （144位） （64位） （23位） （13位）
1人あたりGNI購買力平価 US$ 9,620 2.94 1,070 7,350 38,210 47,580
（世界順位）  注3. （75位） （127位） （163位） （82位） （30位） （14位）
高等教育在学者 人口千人あたりの人数 50.2 16.0 23.4 58.8
  注4.   注5.   注6.   注7.   注8.
 
出所： 注 1. 国連人口基金 世界人口白書（2008 年版） 
      注 2. IMF, World Economic Outlook（2009 年 10 月版） 
      注 3. World Bank, World Development Indicators database（October 2009） 
      注 4. 文部科学省, 教育指標の国際比較（平成 20 年版） 
      注 5. パートタイム在学者を含む（2005 年） 
      注 6. 成人高等教育機関在学者を含む（2005 年） 
      注 7. 大学・短大等在学者（2007 年） 















                                               
2 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング（株）「最近の製造業を巡る取引環境変化の実態にかかるアンケート調査」（2005















































































本論文におけるリサーチ・クエスチョンは、次の 3 点である。 
 
RQ1 「Fey=Shekshnia［2007］の「8 つの掟」が、日系グローバル企業にも適用できるか。」 
































第 3 章では、Fey=Shekshnia［2007］の「8 つの掟」に沿って、その背景にあるロシアの国民文














































た結果である。それらは下記の 3 点である。 
 
1.  規模による経済性の追求 
2.  R&D コストの高騰 












































子会社を設立する形態で進出した例である。この資料では、1987 年に日ソ合弁企業第 1 号を設
立した大陸貿易の事例から、2008 年までの間で、現在も稼動している合弁、100％出資、委託生






                                               



















表 2  ロシア市場に参入した日系企業の業種、進出先、目的 
1987-1992年  専門商社がロシア市場を開拓
業種 （企業数） 進出地 現地設立企業の目的
水産・農林・鉱業  （1） モスクワ  （10） 資源調達  （7）
メーカー  （1） サンクトペテルブルク  （0） 製造・販売  （1）
商社  （14） 極東地域  （9） 販売・サービス  （15）
その他サービス業 （7） その他  （4） 出資のみ  （0）
合計  （23）
1993-1998年  大手商社、メーカーの進出が始まるも、合弁や孫会社が中心で、業態も販売が中心
業種 （企業数） 進出地 現地設立企業の目的
水産・農林・鉱業  （0） モスクワ  （19） 資源調達  （1）
メーカー  （15） サンクトペテルブルク  （3） 製造・販売  （6）
商社  （13） 極東地域  （9） 販売・サービス  （25）
金融  （3） その他  （4） 出資のみ  （3）
その他サービス業 （4）
              合計  （35）
1999-2004年  自動車メーカーが販売拠点を設ける。邦銀としてはじめて、みちのく銀行が進出。
業種 （企業数） 進出地 現地設立企業の目的
水産・農林・鉱業  （1） モスクワ  （16） 資源調達  （2）
メーカー  （10） サンクトペテルブルク  （0） 製造・販売  （2）
商社  （9） 極東地域  （9） 販売・サービス  （23）
金融  （1） その他  （3） 出資のみ  （1）
その他サービス業 （7）
              合計  （28）
2005-2008年  トヨタをはじめ、自動車メーカー他が、現地に製造・販売拠点を築く。
業種 （企業数） 進出地 現地設立企業の目的
水産・農林・鉱業  （1） モスクワ  （35） 資源調達  （3）
メーカー  （36） サンクトペテルブルク  （10） 製造・販売  （18）
商社  （7） 極東地域  （6） 販売・サービス  （36）
金融  （6） その他  （12） 出資のみ  （6）
その他サービス業 （13）
              合計  （63）  


















は、商社 4 社（総合商社の A 社と B 社、専門商社の C 社と D 社）、大手電機メーカーの E 社、
金融の F 社の合計 6 社から協力を得ることができた。それら 6 社のグローバルリーダー7 名に対








点で分類を行っている。Gupta=Govindarajan［1991］や Black et al.［1999］は、本社と海外子
会社との関係について、情報の親会社・子会社間の流出入を軸に４つの基本的類型に分類して
いる。本論文では、より単純に、適用型の本社志向と適応型の現地志向の 2 つに分類する。 
A 社と E 社は、現地の日本人比率が高く（A 社は 15 名、全体の 30％、E 社は 20 名、全体の
5％）、マネジメントの多くは日本人である。日本本社から製品や情報が流入し、日本の企業文化
を現地に導入しようとしていることから、本社志向といえる。 
















































Bower [1966] どのように行動すべきかを示す 
                                               
5 a word for the lazy［Alvesson 1993］ p.3  























Kilmann et al. [1985] 共同体を結合する共有された哲学、イデオロギー、価値、仮定、信念、期待、態
度、規範 















高木 [1995] 組織自らが活動の仕方や規則の体系をつくりだしているもの 


































































                                               






































































































































（Power Distance）、集団主義対個人主義（Collectivism v.s. Individualism）、女らしさ対男ら
しさ（Femininity v.s. Masculinity） 、不確実性の回避（Uncertainty Avoidance）の4つの次
元を明らかにした。また、後に、23カ国の国籍からなる大学生を対象に中国的価値観の調査を行







表 4  Hofstede モデルの各種調査 
調査時期 研究者 調査対象者 調査値
1989.10 Bollinger 上級管理職、55人 モスクワ
1989～1990 Fernandez 1236人 －
1992.7 Veiga et al. マネジャー、170人 －
1993 夏 Elenkov マネジャー、64人 モスクワ、ペテルブルク
1991～1999 Mirty=Bradley 民間企業、5４00人 ロシア、ウクライナ、ベラルーシ








表 5  Hofstede モデルの比較（ロシア、日本、アメリカ） 
個人主義 権力格差 不確実性の回避 男性らしさ 長期的志向
Bollinger [1994] 26 76 92 28
Fernandez [1997] moderate low high high moderate high
Veiga et al. [1995] moderate high high low low
Elenkov [1997] 40 89 87 50
31 43 103 -5 24
41 40 68 45
Hofstede 注1 47 95 75 40
日本  注2 46 54 92 95 80




出所： 注1 http://www.geert-hofstede.com/hofstede_dimensions.php 




GLOBE（Global Leadership and Organizational Behavior Effectiveness Research 
Program）は、ウォートン大学の House 教授が率いたプロジェクトで、62 カ国の国民文化につい
























ロシアにおける GLOBE の調査は、Gratchev を中心として、1995 年から 1996 年にかけて行
われた。電気通信業界、食品加工、金融業界のマネジャーや経営者ら合計 450 人がその対象と
なった。ロシア、日本、アメリカの比較について、現状実践している価値（As Is）と理想としている
価値（Should Be）について、それぞれ比較を行った（表 6）。 
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表 6  GLOBE の数値比較（As Is と Should Be） 
ロシア Rank 日本 Rank アメリカ Rank
業績志向 3.39 C 4.22 B 4.49 A
未来志向 2.88 D 4.29 B 4.15 B
ジェンダー平等主義 4.07 A 3.19 B 3.34 B
自己主張 3.68 B 3.59 B 4.55 A
制度的集団主義 4.50 B 5.19 A 4.20 B
グループ内集団主義 5.63 A 4.63 B 4.25 C
権力格差 5.52 A 5.11 B 4.88 B
人間志向 3.94 C 4.30 B 4.17 C
不確実性の回避 2.88 D 4.07 C 4.15 B
ロシア Rank 日本 Rank アメリカ Rank
業績志向 5.54 D 5.17 E 6.14 A
未来志向 5.48 B 5.25 B 5.31 B
ジェンダー平等主義 4.18 B 4.33 B 5.06 A
自己主張 2.83 C 5.56 A 4.32 B
制度的集団主義 3.89 D 3.99 C 4.17 C
グループ内集団主義 5.79 B 5.26 C 5.77 B
権力格差 2.62 C 2.86 C 2.85 C
人間志向 5.59 B 5.41 B 5.53 B










・ 普遍主義（Universalism） / 個別主義（Particularism）：規則対人間関係 
・ 個人主義（Individualism） / 共同体主義（Communitarianism）：個人対集団 
・ 感情中立的（Neutral） / 感情表出的（Affective）：感情表出の範囲 
・ 関与特定的（Specificity） / 関与拡散的（Diffusion）：関与の範囲 
34 
 
・ 達成型地位（Achievement） / 属性型地位（Ascription）：地位が付与される方法 
・ 順次的（Sequential） / 同期的（Synchronous）：時間管理の方法 




表 7  Trompenaars=Hampden-Turner の文化カテゴリーの比較（ロシア、日本、アメリカ） 
ロシア 日本 アメリカ
普遍主義 / 個別主義 個別主義 ミックス 普遍主義
個人主義 / 共同体主義 個人主義 共同体主義 個人主義
感情中立的 / 表出的文化 感情表出的文化 感情中立的文化 ミックス
関与特定的 / 拡散的文化 関与拡散的文化 関与拡散的文化 関与特定的文化
達成型 / 属性型地位 属性型地位 属性型地位 達成型地位
順次的 / 同期的 同期的 同期的 順次的

























3. Fey1. 権威主義ではないリーダーシップを発揮せよ 







































































図 2  権力格差に関するロシア人の世代間における意識の差 
 
 































4. Fey2. 外国企業としての独自の文化を確立せよ 






























































ていないという指摘もある［Brett et al. 1998］。Gratchev et al.［1999］は、ロシアの個人主義は
個人の自由が主張されても保護されないときに、社会的環境の中で発揮されるとしている。 
それでは、新しいロシア人が個人主義的な傾向をもつようになってきていると考えてよいのであ































































5. Fey3. 権限委譲は段階的に慎重に進めよ 

























しているともいえるが、WHO の資料では、日本の人口 10 万人当たりの自殺者数は 24.4 人
（2007 年）と世界で 6 番目に数が多い。一方、ロシアは 30.1 人（2006 年）と世界で 3 番目に数が







                                               
14 World Health Organization（http://www.who.int/mental_health/prevention/suicide/charts/en/index.html） 
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一方、GLOBE では、ロシアの不確実性の回避の程度は大変低くなっている。Gratchev et al.
［1999］は、不確実性を許容していた年長者への敬意、伝統、ルール主義、社会の秩序が、既に




































































































6. Fey4. ロシアのルールを尊重しつつ、自己流も上手く通す 






























































































































































7. Fey5. 大目標は曲げず、柔軟に対処せよ 

































































8. Fey6. 窮地に活を見出せ 




























































9. Fey7. 腐敗は生活の一部、上手く対応すべし 



































10.  Fey8. 人脈構築を図り、政府、行政機関と友好な関係の構築が必須 
（Cultivate relationships with government agencies at all levels）  
 
「依然として、政府や行政機関がビジネスに対して専断的な権力を握っている中で、人脈は極め
                                               
17 財団法人国際金融情報センター 『ロシアの政治・経済動向 －プーチン大統領の目指すもの－』 （2001, 3） 





























































ロシア人）と呼ばれる資産家が多く誕生した。2008 年は世界の 1125 の億万長者（billionairs）の




しくなっており、2006 年の人口ピラミッド上位 10％の可処分所得は底辺 10％の 18 倍となってい
る。また、その中間に新しく中流層が誕生し、現在では全人口の 20%を占めるようになった20。
2007 年のロシア国家保険会社戦略研究センターの報告によると、その中流層が高額富裕層より





















                                               
19 The World's Billionaires, Forbes.com, Luisa Kroll, Matthew Miller and Tatiana Serafin, 03.11.09 
http://www.forbes.com/2009/03/11/worlds-richest-people-billionaires-2009-billionaires-intro.html 
20 平成 19 年度農林水産物貿易円滑化推進事業のうち品目別市場実態調査(結果）ロシアの概況 pp.16-21 




































てきた。下記 8 つの特徴的なロシアの国民文化リストに加えて、新たに 3 つを提示したい。 
① 権力格差が大きい 
② 集団主義 （新しいロシア人には極端な個人主義も見える。） 
③ 人間関係重視 
④ Ｐ・タイム文化、同期的文化 （欧米外資系企業にはＭ・タイム文化も見える。） 
























Gratchev et al.［1999］によると、1990 年には、3700 万人の男性、3800 万人の女性が経済活
63 
 

































































































Klemp [1980] ある業務において効果的、且つ/または、高業績をもたらす個人の特性 





Reber [1985] タスクを実行しまたは何かを達成する能力 
McLagan [1990] 良好な結果を生み出すために重要な意味をもつ個人の能力 









Ledford [1995] 知識、スキル、行動など高業績を可能にする個人の特性を表すもの 
Fleishman et al.[1995] 知識、スキル、能力、モチベーション、信念、価値観や興味の混合物 
                                               
22 筆者の日本語訳については、以下の単語訳について統一的に用いた。abilities （何かをする）能力、attitude 
態度、attribute（Physical and psychological characteristics of an individual） 属性、behavior 行動、
capability （地位、教育などに伴う）能力、characteristic 特性、interest 興味、knowledge 知識、motive 動機、
skills スキル、talent 生まれつきの才能、 trait 性格 
67 
 























Green PC [1999] 業務目標を達成してきた測定可能な仕事のやり方や個人的なスキルについて記
述されたもの 












Zwell [2000] 平均的なパフォーマーと高業績者とを区別する性格や特性 















動機（ motive）、性格 （ trait）、特性（ characteristic ）、自己概念（ self-image ）、知識
（knowledge）、技術（skill）、能力（ability, capability） 
2．高業績 
  高業績につながる、高業績者のもっている（contribute to successful performance） 
3．顕在化 
  永続的な（enduring）、安定的に（observable） 
4．場、コンテクスト 
  必要な状況下（in the environment, within a given organizational context）、特定職務
































ない［Mendenhall 2001, Caligiuri=Santo 2001］。Black et al.［1999］は、国籍に関わらず適
用されるグローバル特性として、知的好奇心 （inquisitiveness）, 大局観（perspective）、性格
（character）、実際的知識（savvy）の 4 つをビジネスのグローバル・ダイナミクスとしてあげており、
グローバルリーダーが成功するためのコンピテンシーの 2／3 を占めるとしている。その他の 1／3
については、国とのアフィリエーション（country affiliation）、業界（industry）、会社とのアフィリ
エーション（company affiliation）、職責（functional responsibilities）といったその他のダイナ













表 10  トランスナショナル・マネジャーとインターナショナル・マネジャーの比較 











































産、移行期社会の特性を吸収しているものである［Gratchev et al. 1999］。 従って、効果的なリ
ーダーシップ特性は、今まで検証してきたロシアの国民文化が反映されているはずである。それ
では、ロシア人リーダーはどのようなコンピテンシーを発揮しているのだろうか。 






・ 参加型リーダーシップ（Participative leadership）：メンバーを巻き込み、決断し、実行する 
・ 人間志向型リーダーシップ（Humane-oriented leadership：メンバーに対し支援し、気遣い、
思いやりをもち、寛容である 
・ 自律的リーダーシップ（Autonomous leadership）：何にも属さない個人主義 
・ 自己防衛的リーダーシップ（Self-protective leadership）：リーダーとメンバーの安全と保護
を確保する 
ロシア、日本、アメリカの GLOBE のスコアを比較する（表 11）。 
 
表 11  GLOBE リーダーシップ・ビヘイビアの比較 
ロシア 日本 アメリカ
カリスマ/バリュー型 5.66 5.49 6.12
チーム志向型 5.63 5.56 5.80
参加型 4.67 5.07 5.93
人間志向型 4.08 4.68 5.21
自律的 4.63 3.67 3.75













































































































































（d） 情報収集力 ・・・ 設問 7,8 
ビジネスに影響を与える可能性のある社会、経済、政治などの情報を収集し、また直接情報が
入手できる情報源を確保している。 
（e） 創造的思考 ・・・ 設問 9,10 
既存の考えにとらわれず自由な発想をし、様々な考えや情報を統合することで新しいアイデア
を生み出す、未来志向でイノベーティブなリーダーシップを発揮している。 





（g） 組織マネジメント ・・・ 設問 13,14 
メンバーが成長意欲を持てるように仕事の役割を与え、メンバーを公平に扱うことでやる気を
起こさせるリーダーシップを発揮している。 
（h） 成果マネジメント ・・・ 設問 15,16 
組織内での業務プロセスを構築し、確実に業務を達成する。目標が未達成の場合は要因分
析を行い、次の活動に反映させる 






（ｊ） 倫理性 ・・・ 設問 19,20 
ミスをしたときは素直に認め、守れないかもしれない約束はしない。 















1. メンバーのアイデアや提案を傾聴する 1 2 3 4 5 6 7
2. 意思決定をする際、その決定から影響を受けるメンバーの意見を考慮に入れる 1 2 3 4 5 6 7
3. 自分の業務に必要な知識・スキルを自発的に習得する 1 2 3 4 5 6 7
4. 業務上の経験を通じて、自分の知識を継続的に高める 1 2 3 4 5 6 7
5. 困難にあっても後ずさりしない 1 2 3 4 5 6 7
6. 時間的な制約条件に注意を払う 1 2 3 4 5 6 7
7. ビジネスに影響を与える社会経済や政治、環境問題など様々な情報を収集する 1 2 3 4 5 6 7
8. 最新の情報を重要視し、直接情報がとれるような情報源を確保している 1 2 3 4 5 6 7
9. 未知の可能性を模索する 1 2 3 4 5 6 7
10. さまざまな考えや情報を統合して新しいアイデアを生み出す 1 2 3 4 5 6 7
11. 多様な情報を論理的に系統づけて組み立てる 1 2 3 4 5 6 7
12. 課題解決に必要な情報を収集し、それに基づいて解決策に関する仮説を構築する 1 2 3 4 5 6 7
13. メンバーが成長意欲を持てるように仕事の役割を与えている 1 2 3 4 5 6 7
14. メンバーを公平に扱う 1 2 3 4 5 6 7
15. 組織内での業務プロセスを構築し、確実に業務を達成する 1 2 3 4 5 6 7
16. 担当業務の手続きや関連部門との関係を把握する 1 2 3 4 5 6 7
17. 積極的に外国のパートナーと連絡をとる 1 2 3 4 5 6 7
18. 仕事を進める上で、関連部署の支援・理解を得る 1 2 3 4 5 6 7
19. ミスをしたときは、素直に認める 1 2 3 4 5 6 7
20. 常に誠実な態度で他者と接する 1 2 3 4 5 6 7
21. 必要なときにいつでも協力し合えるような関係を築く 1 2 3 4 5 6 7
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エスチョン RQ1 で提示した。 
 
RQ1 「Fey=Shekshnia［2007］の「8 つの掟」が、日系グローバル企業にも適用できるか。」 
 
RQ1 については第 3 章で検討を行った。「8 つの掟」のいずれもが、日系グローバル企業に対















やロシア人に対する印象の違いが見られたものがある。また、「8 つの掟」についても 2 種類のロシ
ア人について相違が見られた。それらは、下記 3 点である。 
・ 集団主義 －> 新しいロシア人には極端な個人主義も見える。 
・ Ｐ・タイム文化、同期的文化 －> 欧米外資系企業にはＭ・タイム文化も見える。 
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